
４ 令和２年度に実施した主な事業 

＜保健・医療・福祉の充実に＞ 

災害救助その他援護事業の推進 １，８８５万円 

災害時における医療・福祉拠点の機能強化に向け、関係機関との非常用通信手段の確保とその運

用に向けた取組及び二次避難所の充実に必要な備蓄品の整備を実施した。

地域包括ケアシステムの推進 ６，９９７万円 

川崎らしい都市型の地域包括ケアシステムの構築に向けて、市民や事業者、関係機関・団体等の

理解度の向上と意識の醸成に取り組んだ。また、地区カルテ等を活用した住民主導による地域課題

解決に向けて、コミュニティ施策等とも連携を図りながら、取組を推進した。

特別定額給付金の給付 １，５３０億９，３７５万円 

「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」の趣旨を踏まえ、簡素な仕組みで迅速かつ的確に家

計への支援を行うため、給付対象者一人につき10万円の特別定額給付金の給付を実施した。

生活保護受給者及び生活困窮者に対する自立支援対策事業の推進 １８億９，６２３万円 

生活保護受給世帯の子どもに対する学習支援について、実施場所を小学生対象12か所、中学生対
象14か所に拡充して実施した。また、新型コロナウイルス感染症の影響により困窮している市民に
対する相談支援のため、だいＪＯＢセンターの相談体制を拡充するとともに、住居確保給付金の支

給について対象範囲の拡大等を実施した。

生活保護業務の実施 ５６７億７，７８５万円 

生活に困窮する市民に対して、健康で文化的な最低限度の生活を保障するために、生活保護費を

支給するとともに、レセプト点検を強化することにより、医療扶助費の更なる適正化を推進した。

いこいの家・いきいきセンターの運営 ９億２７２万円 

いこいの家・老人福祉センター活性化計画等を踏まえ、いこいの家が有する高齢者のいきがいづ

くりの場、介護予防の場等の機能を中原区で展開した。

かわさき健幸福寿プロジェクトの実施 ３，１６５万円 

要介護度等の改善・維持の成果を上げた介護サービス事業所に報奨金等のインセンティブを付与

する「かわさき健幸福寿プロジェクト」を実施することで、取組意欲の向上を図った。  

日常生活用具給付及び認知症対策事業の推進 ３億１，１９８万円 

紙おむつ給付事業の対象を若年性認知症者に拡充した。また、就労継続・社会参加等の支援を行

う若年性認知症支援コーディネーターを設置した。

介護人材の確保・定着支援の実施 ２億１，４５４万円 

介護従事者が継続して就労するための環境整備やサービスの質の向上に向け、介護ロボット等の

導入支援を実施した。

社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症対策に係る支援 ６億１２７万円 

本市の依頼で介護サービス及び障害福祉サービスを継続した事業所等に対する支援金や、各事業

所等における通常のサービス提供時では発生しない経費に対する補助金の支給等を実施した。また、

介護保険施設等への新規入所者に対するＰＣＲ抗体検査を実施した。



生活支援・地域交流事業の実施 ２７億７６１万円 

障害者や、その家族等が地域で生活できるよう、障害の特性を踏まえて社会適応力や生活力を高

める支援を行うため、市内３か所目となる拠点型通所事業所を中原区で整備し、生活支援・地域交

流事業を実施した。

感染症対策事業の実施 １８億４，６３７万円 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、帰国者・接触者センター及びコールセンターの開設、

集団型及び訪問型ＰＣＲ検査体制の構築、特別仕様搬送車両による患者等の搬送を実施した。また、

市内医療機関、高齢者施設及び障害者施設等にマスクや消毒液等の医療資器材を提供した。さらに、

新型コロナウイルス感染症患者の医療費等の助成及び行政検査としてＰＣＲ抗体検査を実施した。

予防接種事業の実施 ４９億９，０１１万円 

感染症の予防及び拡大防止のため、各種定期予防接種を実施するとともに、新たにロタウイルス

の予防接種を追加した。また、高齢者を対象にインフルエンザ予防接種の費用助成を実施した。さ

らに、新型コロナウイルスワクチン接種に向けてシステム改修等の体制整備を実施した。

医療提供体制の充実・強化 １０億８，２７０万円 

災害時に備えて医療救護資器材や、医薬品の段階的な備蓄に取り組むほか、休日や夜間における

診療や重症・重篤患者に対する医療を適切に提供した。

新型コロナウイルス感染症患者の受入医療機関への支援 １０億２，０６８万円 

神奈川モデル認定医療機関に対して、入院患者受入に対する支援、施設・設備整備支援及び、医

療従事者支援等を実施した。

がん検診等の実施 ２０億４，９６３万円 

がんで亡くなる方を減らすため、各種がん検診を実施した。また、受診率向上を図るため、コー

ルセンターや、郵送による個別受診勧奨を実施した。

健康安全研究所の運営 ３億９，３６８万円 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、ＰＣＲ抗体検査を実施した（31,294件）。また、
検査数の増加に対応するため、リアルタイムＰＣＲ装置を３台から５台に増設した。

看護師確保対策事業の推進 ２億１，６２２万円 

看護人材の安定的な確保のため、市立看護短期大学の四年制大学化に向けた取組を実施した。ま

た、遠隔授業の実施に向けて、学内ネットワーク環境整備やヘルプデスクの開設等を実施した。

川崎市福祉センター跡地活用施設の整備 ２３億２，５４０万円 

川崎市福祉センター跡地に、高齢者が住み慣れた地域において自立して生活するための介護施設

及び障害のある方の地域生活を支える拠点機能や、入所機能も備えた施設等が入居する「川崎市複

合福祉センター ふくふく」を整備した。また、専門的かつ総合的なリハビリテーションの推進に

向けて、総合リハビリテーション推進センター、ひきこもり地域支援センター等の専門的な支援機

関の設置に向けた取組を実施した。

＜子育ての支援に＞ 

地域における子育て支援の推進 ５億６１万円 

地域子育て支援センター事業では、子育て中の親子の交流促進や相談援助を実施し、ふれあい子

育てサポート事業では、市民相互による育児援助活動を行うなど、地域子育て支援を推進した。



将来にわたり国際的な視野を持って活躍をめざす子ども・若者の挑戦を後押しするため、米国ス

タンフォード大学と連携し、「Stanford e-Kawasaki」を実施した。

母子保健指導・相談の推進 ２億１，１９６万円 

思いがけない妊娠や出産に関する悩み事の相談窓口の周知を効果的に行うため、委託先である川

崎市助産師会のホームページの内容の充実を行った。また、メール相談を開始するとともに金曜日

の電話受付時間を２時間延長した。さらに、不安を抱える妊婦が分娩前に受ける新型コロナウイル

ス検査費用への助成を開始した。

国の特別定額給付金の対象外となった令和２年４月28日から12月31日までに生まれた新生児が
いる世帯に「川崎じもと応援券」を贈る新生児応援事業を実施した。

小児医療費の助成 ３５億３，８０３万円 

子どもの健全な育成や子育て家庭における経済的負担の軽減を図るため、小学校６年生までの通

院及び中学校３年生までの入院に係る医療費の自己負担分を助成した。

こども文化センター・わくわくプラザの運営 ３９億３，０４８万円 

令和２年８月に「小杉こども文化センター」を開設し、地域の児童の健全育成の推進を図った。

児童養護施設等の運営 ３６億５，９０７万円 

児童養護施設等職員に係る住宅手当加算を新設し、施設における職員の雇用継続支援を実施した。

また、小規模及び地域分散化の方向性のもと、小規模児童養護施設１か所を開設した。

里親制度の推進 ５，９２１万円 

養育里親について、新たな担い手の確保に向けた制度の広報・普及啓発や、児童委託後の支援な

ど、制度の一層の推進を図った。また、令和２年９月に里親養育包括支援事業を開始し、既存の各

支援機関（ＮＰＯ法人、乳児院、児童養護施設、里親会）と連携して里親支援を実施した。

児童虐待防止対策の推進 ５億７，３７２万円 

妊娠期からの切れ目のない支援による児童虐待予防、関係機関のネットワーク化による児童虐待

の早期発見、早期対応、被虐待児の自立支援及び職員の人材育成等を実施した。

増加する児童虐待相談通告件数や一時保護児童数への対応を図るための施設整備として、中部児

童相談所の改築に向けた基本計画を策定し、仮設相談所基本設計を実施したほか、北部児童相談所

の増築に向けた基本設計に着手した。また、市内中核的医療機関や関係機関が連携して児童虐待防

止対策を推進するために設置した「川崎市児童虐待防止医療ネットワーク（ＫＣＡＰ）」について、

機能の充実を図った。

認可保育所等の受入枠の拡大 ５４２億６１９万円 

認可保育所及び地域型保育事業の新設等により、保育受入枠を拡大するとともに、各区役所にお

いてきめ細やかな利用者への相談・支援等の取組を推進し、保育所等利用申請者数及び利用児童数

はいずれも過去最大となったが、令和３年４月１日時点の待機児童数は４年ぶりに０人となった。

保育士等の処遇改善に係る取組を拡充し、経験年数７年目以上の職員への２万円保障を４万円保

障に引上げた。また、保育所及び認定こども園における園外活動時の園児の安全確保に伴う体制整

備のため、保育支援者の配置等に対する支援を実施した。

保育士確保対策の推進 １１億３，８２４万円 

市内保育所等への保育士確保対策として、潜在保育士、養成校学生等を対象にリモートを含む就

職相談会やリモートでの保育所見学事業等を実施したほか、保育士試験対策講座、就職・復職支援

研修を実施した。また、保育士資格取得支援事業や保育士宿舎借り上げ支援事業補助等を行った。



認可外保育施設への支援の充実 ５１億３，４０３万円 

川崎認定保育園及び病児・病後児保育施設等職員の処遇改善を実施した。特に、川崎認定保育園

については、防災対策費を新たに助成した。また、平成30年度から創設した「川崎認定保育園認可
化移行準備費補助金」を活用し、川崎認定保育園等16施設を認可保育所等に移行した。さらに、保
育の質の向上のため、ベビーシッター等に対する子育て支援員研修を実施した。

幼児教育の推進 ８２億１，５４４万円 

幼稚園については、一時預かり事業の長時間化・通年化を推進するとともに、令和３年４月に２

園を認定こども園（幼稚園型）に移行した。また、幼児教育・保育の無償化の対象外となっている

幼児施設等について、国と地方とが協力した支援の在り方を検討するため、実態把握を主旨とした

調査を実施した。

認可保育所等の整備 ４２億３，４９６万円 

認可保育所や小規模保育事業所の整備を行い、保育受入枠を1,200人分拡大した（認可保育所16
か所1,170人分、公立保育所民営化５か所10人分、公立保育所建替え10人分、民間保育所増改築10
人分）。

保育士・看護師・栄養士など、子どもに関する専門職を配置し、子育て中の家庭の支援や、子ど

も関係施設との連携・人材育成など、保育と子育てを総合的に支援する「中原区保育・子育て総合

支援センター」を整備した。

ひとり親家庭の自立に向けた支援 ３７億８，７３０万円 

ひとり親家庭の親と子の将来の自立に向けた支援を行うことを主な目標とし、児童扶養手当や医

療費助成等の経済的支援、生活支援、就労支援等を行った。

ひとり親家庭等の子どもの将来の自立に向けた学習や居場所等の支援について、実施場所を小学

生対象14か所、中学生対象14か所に拡充して実施した。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う緊急経済対策として、児童扶養手当受給者を含む低

所得のひとり親世帯に対し「ひとり親世帯臨時特別給付金」（対象児童一人目５万円、二人目以降

３万円を加算）を支給するとともに、市単独事業として児童扶養手当受給者に対し「ひとり親家庭

等臨時特別給付金」（一人につき２万円）を支給した。また、養育費の不払い等により収入が減少

したひとり親に対し、養育費の立替払いを行う保証会社等を利用した場合の手数料の一部について、

補助金（上限８万円）を交付した。

子育て世帯臨時特別給付金の給付 １６億６，６５０万円 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援する緊急経済対策として、

児童手当を受給する世帯に対し、臨時特別給付金（対象児童一人につき１万円）を支給した。

児童福祉施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策に係る支援 ７２億１，７１５万円 

保育所や児童養護施設、放課後児童健全育成事業等を対象にマスクや消毒液等の衛生用品や感染

防止のための備品購入に対する支援、職員が感染症対策の徹底を図りながら事業を継続的に実施し

ていくために必要な経費（研修受講料、かかり増し経費等）の支援を行った。

＜学校教育と生涯学習に＞ 

学校等における新型コロナウイルス感染症に係る対策・支援等 ２３億１，３９９万円 

教員の業務負担を軽減するため、学校運営体制整備事業では、教職員事務支援員の配置を小・中

学校153校に拡充し、障害者就業員等配置事業では、障害者就業員（チャレンジド・ワークス）の
配置を小・中学校13校に拡充し、合わせて全小・中学校へ配置した。
校外行事運営事業では、保護者の負担軽減を図るため、修学旅行の中止や延期に伴うキャンセル



料金の補填を実施した。

児童生徒連絡体制整備等事業では、欠席等連絡システムの導入によって学校と家庭の相互の連絡

手段を従前の電話連絡や連絡帳の手渡しから、スマートフォンアプリ又はＷｅｂサイトでの運用と

し、利便性の向上や教職員の業務負担の軽減、新型コロナウイルスの感染拡大防止に寄与した。

学校教育活動支援事業では、臨時休業に伴う学校と児童生徒・保護者の電話連絡の体制を整備し

た。

かわさき子ども元気プロジェクト事業では、中止となった修学旅行の代替行事として、市立小学

校６年生の児童を対象に、遊園地よみうりランドを利用し、小学校卒業に向けた思い出作りのイベ

ントを開催した。

教育活動サポート事業では、臨時休業後に集中して、教育活動サポーターを追加配置した。

ＧＩＧＡスクール構想端末整備事業では、義務教育段階の児童生徒に対して１人１台の端末を導

入した。

ＧＩＧＡスクール構想推進事業では、通信環境が整っていない家庭への貸出し用として可搬型通

信機器（モバイルルータ）や障害のある児童生徒に対して入出力支援装置を導入した。

非常勤講師配置事業では、臨時休業の影響により授業ができなかった未指導分に対して、長期休

業期間を短縮して実施するため、必要な非常勤講師を配置した。

スクールバス増車事業では、過密化を回避するため、市立特別支援学校の児童生徒が利用するス

クールバスを２台増車した。

図書館システム管理事業では、非来館型サービス拡充（有料宅配貸出）のためのシステム改修を

行った。

学校保健・安全管理事業では、学校にサーマルカメラを配置するとともに、マスクや消毒液等を

配布した。

給食運営維持管理事業では、臨時休業期間における学校給食費（食材費）を保護者へ返還した。

義務教育施設整備事業では、夏季に学校を開校する必要が生じた際の感染症対策及び熱中症対策

として、空調設備が未設置の特別教室にスポットクーラーを配置したほか、全ての学校の体育館に

大型冷風扇を配置した。また、校舎内の換気対策として、サーキュレーターを配置した。

学校教育 ７，０９７万円 

キャリア在り方生き方教育推進事業では、かわさきパラムーブメントのレガシーである「多様性

を尊重する社会をつくる子どもを育むまち」の形成に向けて、「かわさき共生＊共育プログラム」

の実施と関連させて推進した。また、キャリア在り方生き方ノートに加えて、キャリア・パスポー

トを作成し配布した。 

児童生徒指導事業では、いじめや不登校などに対応するため、スクールカウンセラーの配置等を

行うとともに、各区に１名以上スクールソーシャルワーカーを配置し、社会福祉等の専門的な見地

から課題を抱える児童生徒への支援を充実させた。

定時制生徒自立支援事業では、川崎市立高等学校定時制課程において、多様な生徒の学習形態や

進路希望に対応した教育活動を推進し、高校を卒業した後、将来社会において自立が図れるような

「自立支援」を行うため、実施校を２校から３校に拡充した。 

読書のまち・かわさき事業では、学校図書館の充実に向けて、小学校の学校図書館への学校司書

の配置を35校から42校に拡充した。 
学校運営協議会制度推進事業では、学校運営協議会の設置校（コミュニティ・スクール）を15校
から21校に拡充し、学校・家庭・地域社会が一体となった学校運営の取組を推進した。 
海外帰国・外国人児童生徒等関係事業では、外国につながりのある児童生徒に対して、日本語指

導をはじめとする多様な教育的ニーズに応じた支援を行うために、支援体制を見直し、更なる充実

を図った。 

教職員の働き方・仕事の進め方改革として、部活動推進事業では、部活動指導員の配置を中学校

７校から22校に拡充した。また、教職員の勤務時間外の電話対応業務を軽減するため、留守番電話
を53校に設置し、全小・中・特別支援学校への設置を完了した。 

新学習指導要領を踏まえ、外国語指導助手の配置を101人から113人に拡充した。 
児童支援コーディネーター専任化事業では、小学校全校の専任の児童支援コーディネーターが、



一人ひとりの教育的ニーズに加え、児童虐待、貧困、外国につながりのある児童等に的確に対応し

た。また、支援教育コーディネーター体制整備事業では、不登校対策等の充実を図るため、コーデ

ィネーターの業務を補完する後追い非常勤講師を 21校から 31校に拡充した。 
就学援助事業では、経済的理由で就学が困難な方に支給する就学援助費に、卒業アルバム代を追

加した。 

医療的ケア支援事業では、特別支援学校における専門医の配置、市立学校への看護師派遣等によ

り、医療的ケアを必要とする児童生徒一人ひとりの状況・ニーズに応じた支援を行った。 

小学校等給食運営事業及び中学校給食推進事業では、川崎らしい特色ある「健康給食」を推進す

るとともに、小中９年間にわたる体系的・計画的な食育を推進した。また、令和３年度からの学校

給食費の公会計化に向けて、給食費徴収システムを構築したほか、公会計化後の業務体制を整備し

た。

社会教育 ４２３万円 

民間連携推進事業では、子どもの泳力向上に向けて、地域の教育資源であるスイミングスクール

等と連携し、泳ぎが苦手な子どもを対象に水泳教室を実施した。

学校施設有効活用事業では、地域の活動拠点として学校施設の更なる有効活用を推進する取組を

進め、市民の生涯学習環境の整備を推進した。

地域の寺子屋事業では、地域ぐるみで子どもの学習や体験活動をサポートし、多世代で学ぶ生涯

学習の拠点づくりを進めるため、地域の寺子屋を市内55か所から65か所に拡充して開講した。
文化財保護・啓発事業では、市内文化財の調査や保存修理等を実施した。また、国史跡橘樹官衙

遺跡群については、史跡めぐりや現地見学会等の開催による史跡の周知や、「国史跡橘樹官衙遺跡

群整備基本計画」に基づいた整備に向けた取組を推進した。

社会教育施設長寿命化事業では、労働会館及び教育文化会館の再編整備に向けて、これまでの取

組や基本構想策定後の社会状況の変化等を踏まえ、基本計画を策定した。

宮前市民館・図書館整備事業では、鷺沼駅前地区再開発事業に伴う市民館・図書館の移転・整備

に向けて、市民意見等を取り入れながら、基本計画を策定した。

日本民家園及び青少年科学館では、魅力ある博物館運営を実施するとともに、令和３年度に50周
年を迎える青少年科学館においては、プラネタリウム特別番組の制作などを行った。

教育施設整備 ２億６，６２８万円 

児童生徒の増加に対応するため、新川崎地区小学校の建設用地を取得したほか、坂戸小学校増築

の基本設計等を行った。また、「かわさきＧＩＧＡスクール構想」実現のため、すべての市立学校

に高速大容量のデータ通信が可能なネットワーク環境を整備したほか、全小学校への防犯カメラ設

置やエレベータ整備を進めるとともに、学校トイレの快適化実施校を30校から45校に拡充するなど、
教育環境の向上を図った。さらに、学校施設の教育環境の改善と長寿命化の推進により財政支出の

縮減を図る「学校施設長期保全計画」に基づき、既存校舎等の改修による再生整備工事を実施した。

あわせて、学校防災機能整備事業として、窓ガラスの飛散防止対策など非構造部材の耐震対策の実

施や非常用電源として、蓄電池の整備を進めた。 

＜道路・公園緑地・河川・下水道の整備と安全なまちづくりに＞ 

交通安全施設の整備 １２億４８０万円 

社会的なニーズが高まっている道路の安全性向上やバリアフリー化等を図るため、歩道の設置、

交差点の改良、道路反射鏡やカラー舗装の設置及びＬＥＤを用いた道路照明灯の設置といった交通

安全施設等の整備を行うとともに、横断歩道橋等の道路施設の維持補修を行った。

道路の改良及び舗装 ４３億８，５４３万円 

市民生活に密着した生活道路について、安全で快適な道路交通環境の改善を図るため、地域特性



に応じた市道の歩車道の拡幅や側溝等を新設した。また、国道409号、主要地方道横浜生田等の主
要幹線道路の整備事業を実施した。

橋りょう架設改良及び補修 １９億４，５７１万円 

仮称等々力大橋について、都市間の連携強化や交通の円滑化を目的として、東京都と連携し環境

調査を行い、関連する幸多摩線の切回し工事に着手した。また、末吉橋について、交差点の渋滞緩

和や歩行者の安全確保を目的として、横浜市と連携し旧橋の撤去に向けた仮橋整備工事を行い、順

次歩道や車道の切り換えを実施した。さらに、地震に強い都市基盤を整備するため、橋りょうの耐

震対策事業を実施するとともに、「川崎市橋りょう長寿命化修繕計画」に基づき、花園橋ほか130
橋について、橋りょう長寿命化事業を実施した。

自転車対策 １３億６，２３３万円 

総合的な自転車施策として令和２年２月に策定した「川崎市自転車活用推進計画」に基づき、安

全、安心、快適に自転車通行できる環境の創出や利用者のニーズ等に応じた適切な駐輪環境の構築

をめざし、川崎駅東口周辺をはじめ各地域において、自転車通行環境の整備、駐輪場の整備、放置

自転車の撤去業務、シェアサイクル実証実験の効果検証等を実施した。

都市計画道路等の整備 ４１億４，０６５万円 

広域拠点や交通結節点の機能強化及び骨格的な幹線道路ネットワークの形成を図るため、都市計

画道路東京丸子横浜線や世田谷町田線等の改良事業を実施した。

羽田連絡道路の整備 ５９億８，１０７万円 

羽田空港周辺地域と京浜臨海部の連携を強化し、成長戦略拠点の形成を図るため、キングスカイ

フロントと羽田空港を結ぶ羽田連絡道路について、多摩川を渡河する約600ｍ部分の橋りょうの架
設を実施した。

連続立体交差事業の推進 １５億５，０３９万円 

京浜急行大師線の１期区間（小島新田駅～東門前駅間）において、大師橋駅の駅舎整備や不要と

なった鉄道施設の撤去などを実施した。また、ＪＲ南武線の矢向駅～武蔵小杉駅間において、概略

設計や環境影響評価準備書の作成などを実施した。

河川の整備及び維持補修 ２８億７，９９６万円 

五反田川の洪水を直接多摩川に地下トンネルで放流する五反田川放水路整備事業について、放流

部では樋門・堤外水路工事、分流部では立坑内隔壁などの土木施設を設置する工事を実施した。ま

た、平瀬川において護岸改修を実施するとともに、水門等の河川施設の保守点検・補修を行うなど、

適切な維持管理を実施した。さらに、機械・電気通信設備とその他付属施設（樹木等）の点検・診

断を実施し、「長寿命化計画」及び「管理プログラム」の策定に向けた検討を進めた。

令和元年東日本台風を踏まえた浸水対策として、河港水門の嵩上げ工事など河川施設の改修を行

うとともに、水位計・カメラや土のうステーションなどを設置した。

緑化の推進 １億５，３７７万円 

緑化の推進を図るため、植樹祭の開催など、「市民150万本植樹運動」を引き続き展開するとと
もに、都市における緑の新たな価値の創造をめざし、市制100周年の節目となる令和６年度の全国
都市緑化フェアの開催に向けて、基本構想を策定した。また、市内の建築物の屋上や壁面、生垣等

の緑化に取り組む市民・事業者に対して、経費の一部を助成した。

緑地の保全 ６億６５８万円 

都市における良好な自然環境を保全するため、特別緑地保全地区を3.2ha指定するとともに、上
麻生仲村特別緑地保全地区ほか２地区の用地取得を行った。また、保全した樹林地を維持するため、

管理計画の策定に向けた調査を行った。



等々力緑地再編整備の推進 ３６億２，０８８万円 

「等々力硬式野球場整備計画」に基づき、野球場の整備を推進し、令和２年10月に供用を開始し
た。また、ＰＦＩ法に基づく民間提案の検証や自然災害リスクの高まりを踏まえた緑地の役割の再

検討に加え、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた「新たな日常」の実現に向けた公園機能

の検討など、「等々力緑地再編整備実施計画」の改定に向けた検討を進めた。

公園緑地の整備拡充  ６億７１９万円 

橘公園において、防災関連施設の整備を実施した。

夢見ヶ崎動物公園の魅力創出に向けた取組の推進 ７６万円 

「川崎市夢見ヶ崎動物公園基本計画」に基づく取組を推進するため、民間活力の効果的な活用や

公園全体のコンセプトの検討を進めた。

市営霊園の利用者募集及び維持管理 ２億５，９４１万円 

緑ヶ丘霊園の一般墓所で150か所、合葬型墓所で500体及び早野聖地公園の一般墓所等で197か所
の公募を行った。また、指定管理者制度による霊園の適切な維持管理を実施した。

多摩川プランの推進 １３億４，８３３万円 

「川崎市新多摩川プラン」に基づき、引き続き多摩川緑地の適切な維持管理を行うとともに、か

わさき多摩川ふれあいロードの拡幅等を行った。また、「多摩川エコミュージアムプラン」の推進

拠点である二ヶ領せせらぎ館や大師河原水防センターにおいて、適切な管理運営を行うとともに、

市民との協働による環境学習を実施した。さらに、令和元年東日本台風により被災した多摩川緑地

内運動施設の復旧を行った。

救急体制の強化 ２億２３４万円 

救命効果向上のため、メディカルコントロール体制における医師による指示、指導助言、再教育、

事後検証等の充実を図ったほか、救急隊が救急活動において使用する高度資機材（自動体外式除細

動器等）を常時適切に運用できるよう維持管理を行った。また、救急救命処置を行うことのできる

救急救命士の常時乗車体制を確保するため新たに７名を養成するとともに、高規格救急自動車４台

を更新した。

消防団活動の強化 ５，９０１万円 

消防団による災害対応活動の強化を図るため、救助資機材のチェーンソー用保護具を配備したほ

か、消防団員が夜間における災害活動や避難誘導に使用するバルーン投光器並びに台風等の水害対

策として救助ボート、浮環及びフローティングロープを配備した。また、消防団員の処遇改善に向

けた取組として年額報酬を改定したほか、消防団の災害対応能力の向上及び消防団員の確保を図る

ため、大規模災害時の対応や火災予防等の消防広報に限定した活動を行う機能別団員制度を導入し

た。

消防力の強化 ５億６，６３７万円 

老朽化した多摩消防署栗谷出張所について、女性職員の当直施設の追加や仮眠室の個室化等の機

能の見直しや充実を図る基本・実施設計を行ったほか、中原消防団中原分団小杉班器具置場改築の

基本・実施設計を行った。また、消防ポンプ自動車１台、救助工作車１台、はしご車１台等を更新

するとともに、水深が浅く狭あいな沿岸部における災害等に対応する小型消防艇の整備に着手した。

新型コロナウイルス感染症対応として、個室化されていない仮眠室の個人区画化を図るとともに、

リユーザブルタイプの感染防止衣、オンライン会議用の情報機器等を配備した。

危機管理・防災対策事業の推進 １０億９，５１５万円 

新型コロナウイルス感染症を含めた感染症対策では、「新しい生活様式」に合わせた取組を機動

的かつ柔軟性を持って実施できるよう、各局と連携し、感染対策用備蓄物資の確保や窓口等におけ



る感染対策等の対応を行った。

総合防災情報システムの再整備に向け、システム検討結果に基づき次期システムの設計・開発を

推進した。

自然災害や感染症による複合災害に備え、感染症を正しく恐れることや分散避難をテーマとした

防災タブロイド誌「号外！備える。かわさき」を作成し、市立学校や保育園、本市施設等を通じて

配布するなど防災啓発を行うとともに、福祉事業者や防災協力事業所を対象とした出前講座・研修

会の実施、自主防災組織への活動支援など、地域防災力の向上に向けた取組を推進した。

令和元年東日本台風被災者への支援 ２億２，７４２万円 

令和元年東日本台風による被災者及びその遺族に対して、災害弔慰金の支給等に関する法律等に

基づき、災害弔慰金及び見舞金を支給した。また、被災者生活再建支援法に基づいた支援金の対象

とならない浸水被害により住宅・住戸へ実被害があった世帯に対し、市独自の災害支援金として、

一律30万円を支給した。さらに、災害救助基金を活用し、生活必需品の給与、住宅の応急修理等の
災害救助法による応急救助を行った。

＜行政運営に＞ 

議会広報事業 ４，１４６万円 

「市民に身近な開かれた議会」をめざし、年４回の広報紙「議会かわさき」を各戸配布するとと

もに、視覚に障害のある方のため、点字版・録音版を発行した。また、本会議や予（決）算審査特

別委員会、常任委員会等の模様を市民が視聴できるようインターネット議会中継（生中継・録画中

継）を実施したほか、広報用テレビ番組を年２回放映した。 

文書共有システム関係事業 ４６７万円 

本会議や予（決）算審査特別委員会、常任委員会等で使用する会議資料及び執行機関からの議員

に対する情報提供資料について、タブレット端末を活用した文書共有システムにより、ペーパレス

化を進め、効率的な議会運営を推進した。

働き方・仕事の進め方改革の推進 ４億１１５万円 

「職員一人ひとりがワーク・ライフ・バランスを実現でき、多様な人材が活躍できる職場づくり」

に向けて、テレワーク端末の調達等の環境整備、一部の職場における無線ＬＡＮ導入によるペーパ

レス化の試行、総務事務の更なる集約化やＲＰＡの導入による業務効率化等の取組を行った。また、

精神障害者・知的障害者等の更なる職域拡大や任用人数の増加を図るため、会計年度任用職員を雇

用するなど多様な人材が活躍するための取組を推進した。

行財政改革の推進 ５５０万円 

「川崎市行財政改革第２期プログラム」に基づき、「川崎市総合計画第２期実施計画」に掲げる

政策・施策を着実に推進するため、必要な経営資源であるヒト・モノ・カネ・情報の確保等による

市民満足度の高い行財政運営に向けて、市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化や市民サ

ービス向上に向けた民間部門の活用を推進するとともに、川崎市行財政改革推進委員会の意見を踏

まえて、「川崎市行財政改革第２期プログラム」の中間評価を実施した。

総合計画、政策評価及びＳＤＧｓの推進 ６４３万円 

「成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」の実現をめざし、「川崎市総合計画

第２期実施計画」の着実な推進を図るため、施策・事務事業の進行管理を実施した。また、市民目

線・専門的視点で市の内部評価結果の妥当性等の検証を行うとともに、効率的・効果的な施策推進

に向けた評価を実施するため、川崎市政策評価審査委員会において、重点的な審議対象施策を中心

に審議等を行い、「川崎市総合計画第２期実施計画」の中間評価を実施した。さらに、市内事業者



のＳＤＧｓへの取組の「見える化」を行い、ＳＤＧｓの取組の活性化につなげることを目的に、川

崎市ＳＤＧｓ登録・認証制度「かわさきＳＤＧｓパートナー」を創設した。

シティプロモーションの推進及び広報活動の充実 ３億３，１６５万円 

川崎の都市イメージの向上や市民の川崎への愛着・誇りの醸成を図るため、民間事業者・市民団

体等との連携により、多様なメディアを活用して川崎の多彩な魅力を市内外に発信するとともに、

メディアコーディネーターを活用し、各施策が都市イメージの向上等につながるよう支援した。ま

た、研修等を通じて職員の広報マインドの醸成を行うとともに、川崎は多様な主体がつながりあい、

新たな価値や魅力を生み出すまちであるというブランドメッセージの理念を浸透させるため、ポス

ター等を活用し、様々な機会を捉えて積極的にプロモーション活動を実施した。

必要な市政情報を市民に積極的に提供していく取組として、「かわさき市政だより」やホームペ

ージ、テレビ、ラジオ、動画など、各メディアの特性を活かして広報事業を実施した。

新本庁舎の整備の推進 ２４億４，１５５万円 

災害対策活動の中枢拠点となる新本庁舎の整備について、旧本庁舎地下解体工事の完了後、実施

設計を終え、超高層棟新築工事に着手した。

電子市役所の整備 ２６億８，４７７万円 

「川崎市情報化推進プラン」に基づき、会議のオンライン化など、情報化を計画的に推進した。

また、市民の利便性向上や安全・安心な暮らしを支えるため、公共施設等における「かわさきＷ

ｉ－Ｆｉ」を整備し、アクセスポイントの数が667か所となったほか、利用登録などの統一化が図
られた接続アプリを活用することで、公衆無線ＬＡＮ利用箇所が市内全域で1,703か所となってい
る。また、子育てアプリなど「かわさきアプリ」の一部をリニューアルするとともに、市ＬＩＮＥ

公式アカウントに新たにＡＩチャットボット機能を追加し、生活に関する様々な質問に回答できる

ようにするなど、地域情報化の取組を推進した。

資産マネジメントの推進 １億２５５万円 

「かわさき資産マネジメントカルテ（資産マネジメントの第２期取組期間の実施方針）」に基づ

き、施設の長寿命化や資産保有の最適化の取組を推進するとともに、各施設の利用状況、コスト状

況、配置状況等を取りまとめた「川崎市公共施設白書」を新たに策定した。また、川崎・中原・宮

前区役所における庁舎壁面広告事業の公募の実施や公文書館駐車場の民間事業者への貸付け等を行

うことにより財産の有効活用の取組を推進し、歳入確保・歳出削減を行った。さらに、現宮前区役

所等施設・用地の活用について、市民参加による検討を行うための基礎となる条件や多様な意見聴

取の手法を整理した。

市民オンブズマン制度及び人権オンブズパーソン制度の推進 ７，２７７万円 

市政の改善並びに子どもの権利及び男女平等に関わる人権に関する相談・救済を行った。

臨海部活性化の推進 ２，９２８万円 

臨海部の活性化に向けて、企業、学識者、行政、地域代表等で組織する「川崎臨海部活性化推進

協議会」を開催し、産学公民が連携した取組を推進した。また、臨海部ビジョンに位置付けた30年
後の将来像の実現に向け、企業の積極的な設備投資を喚起する制度を策定し、臨海部の産業競争力

の強化に向けた取組を進めるなど、13のリーディングプロジェクトの具体的な取組を推進した。さ
らに、川崎臨海部の認知度の向上を目的として新たにＰＲ動画を製作し、市内公共施設等29か所で
放映するとともに、ＳＮＳ上で公開するなど、積極的な情報発信を行った。

国際戦略拠点整備の推進 ２億１５３万円 

キングスカイフロントにおいて、「国家戦略特区」及び「国際戦略総合特区」の制度等を活用し、

拠点形成を進めた。また、キングスカイフロント立地機関の研究・事業活動の活性化を図るクラス

ター化推進機能を更に強化するため、産業振興財団を中心として、企業、大学、研究機関等が相互



に連携・共創する運営体制を整備した。さらに「スタートアップ・エコシステム拠点都市」のグロ

ーバル拠点に東京コンソーシアムとして選定され、川崎発の研究開発シーズの事業化を加速させる

ため投資家やアクセラレーターなどが集積するビジネス拠点との連携体制を構築した。

市内の小学生等のキングスカイフロントやサイエンスに触れる機会づくりとして「キングスカイ

フロントクイズ」をＷｅｂ上に公開した。また、良好な景観形成、研究者等の交流促進や来訪者の

利便性向上などを目的とした、国際戦略拠点に相応しい高水準・高機能な拠点整備を推進した。さ

らに、羽田連絡道路の整備を契機とする臨海部へのアクセス機能等の充実に向けた検討を行った。

サポートエリア整備の推進 ４，００８万円 

キングスカイフロントをはじめとした臨海部へのアクセス性を高める交通拠点機能の強化に向け

て、大師橋駅駅前交通広場整備に係る関係機関協議及び用地取得に向けた取組を推進した。また、

「浮島１期地区土地利用基本方針」に基づき、本格的土地利用に向けた取組を推進した。さらに、

「塩浜３丁目周辺地区土地利用計画」に基づき、市有財産の有効活用による新たな機能導入に向け

た調査・検討や地区の土地利用を支える基幹的道路の整備に向けた取組を推進した。

水素戦略の推進 ２，９２０万円 

「水素社会の実現に向けた川崎水素戦略」に基づき、多様な主体と連携し、世界初となる国際間

の水素サプライチェーン構築実証など、８つのリーディングプロジェクトを推進しながら、川崎臨

海部を中心に更なる水素の利用拡大を行うための事業モデルを検討した。

ナノ医療イノベーションの推進  ３億３，４７３万円 

キングスカイフロントで進めているライフイノベーションの中核施設である「ナノ医療イノベー

ションセンター」への運営支援及び研究を促進する取組を実施した。

戦略拠点形成の推進 ２，２１４万円 

「南渡田地区拠点形成の基本的考え方」に基づき、産業構造の分析や企業へのヒアリング等によ

り、素材分野を中心とした機能集積の有効性を確認するとともに、土地利用ゾーニング案や必要な

基盤整備と事業のパターンを検討し、拠点整備計画策定に向けた検討資料をとりまとめた。

臨海部交通ネットワーク形成の推進 ４，８５０万円 

臨海部の持続的な発展を支え価値を向上させる交通機能強化に向けて、臨海部が目指す交通ネッ

トワークの将来像やこれを構成する基幹的交通軸及び各交通拠点の役割や機能、交通ネットワーク

形成の考え方やプロセス等の中長期的な交通機能の強化に向けた方向性と今後５年間の取組を示す

「臨海部の交通機能強化に向けた実施方針」を策定した。また、公共交通を補完する企業送迎バス

の利活用に向けて、小川町に乗降場の上屋を３基設置した。さらに、路線バスの機能強化に向けて、

輸送力の増強や速達性等の向上に資するＢＲＴ（Bus Rapid Transit）の導入の可能性を検討する
ために、連節バスの試走を実施した。

市税システムの更改及び納税環境の整備 １０億１，００９万円 

適正・公平な税務行政を推進するため、市民の利便性向上、税務事務の業務改善、持続可能なシ

ステム運用に向けた市税システムの更改の取組を進め、要件確定とシステム設計を実施した。

また、新型コロナウイルス感染症への対応として、非接触型の納付手段であるスマートフォン決

済アプリを導入した。

＜計画的なまちづくりに＞ 

国産木材利用の促進 １，８１５万円 

地球温暖化防止や循環型社会の形成に資する取組として、国産木材の利用促進に向け、フォーラ



ム等の運営を行うとともに、不特定多数の市民が利用する店舗等の木質化補助制度により、４件の

助成を行った。また、林産地と連携し、市民へ木の良さを伝えるための普及啓発イベント等を実施

した。 

ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 ９，８５０万円 

新川崎・鹿島田駅周辺地区のバリアフリーマップの改定に向けた取組を行った。また、ユニバーサルデ

ザインタクシーの導入促進に向けて、タクシー事業者８社30台に補助を行うとともに、駅利用者の誰もが

安心・安全に利用できるよう小田急線登戸駅下り線等のホームドア整備に補助を行うなど、ユニバーサル

デザインのまちづくりを推進した。 

都市計画マスタープラン区別構想の改定に向けた取組 ６０１万円 

都市計画の基本的な方針等を定める「都市計画マスタープラン」について、高津区及び宮前区構

想を改定した。また、川崎区、幸区及び中原区構想の改定に向けて、市民意見の聴取を行い、素案

を作成した。 

路線バス走行環境改善に向けた取組 ６７０万円 

平成29年度に改定した「都市計画道路網の見直し方針」を踏まえた取組の推進、公共交通の強化
に向けたモデル路線（野川柿生線ほか）におけるバスベイ整備の詳細設計や交差点改良の調査・検

討を行った。 

広域的な交通網の整備 ２，６１６万円 

横浜市高速鉄道３号線延伸の概略ルート等を踏まえ、新百合ヶ丘駅の具体的な駅位置等について、

鉄道事業者と連携し、検討を行った。 

身近な地域交通環境の整備 ９，６５８万円 

コミュニティ交通の本格運行２地区について、運行の継続に向け、技術的な支援を行った。 

路線バスをはじめとする地域公共交通の取組の方向性等を定める「地域公共交通計画」について、

学識経験者、交通事業者等で構成される地域公共交通活性化協議会等での意見を踏まえ、市民意見

の聴取を経て、策定を行った。また、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、

緊急事態宣言期間中の令和２年４月７日から５月25日までの間に運行を継続したバス事業者に対し
て支援金の交付を行った。 

魅力ある都市景観形成及び市民主体の地区まちづくりの推進 ２８２万円 

平成30年12月に改定した「川崎市景観計画」に基づき、良好な景観形成に向けた景観法の届出前
の事前協議手続の制定及び専門家の助言を活かす景観アドバイザー制度の創設に向けた取組を行っ

た。 

川崎市地区まちづくり育成条例等に基づき、６地区において市民発意のまちづくり活動を支援し、

うち２地区において「建築協定認可」、１地区において「地区まちづくり構想認定」を行った。 

地域の主体的な防災まちづくりの推進 ９，０２２万円 

地域防災力向上を図るため、火災延焼リスクの高い９地区において防災まちづくりの活動支援を

行った。 

密集市街地の改善のため、不燃化推進条例に基づき、老朽建築物の除却及び耐火性能に優れた建

築物の新築工事に対する費用の一部を助成し、また、共同化の建替えに向けた調査設計計画費とし

て設計費の一部を助成した。小田周辺地区での密集市街地の改善の推進に向けた検討を行った。 

都市拠点整備の推進 ７８億１，１６１万円 

民間による公共空間の利活用に向けて、川崎ルフロン前広場に加え、川崎ルフロンや銀柳街とも

連携し、イベントの実証実験を行った。 



小杉駅周辺地区再開発について、小杉町３丁目東地区の施行者に対し、共同施設整備費など事業

に要する費用の一部を助成し、同地区において大規模複合施設「Kosugi 3rd Avenue」等が完成し

た。 

鷺沼駅前地区再開発について、新型コロナ危機を契機とした再開発事業の施設計画や機能の検証

に取り組み、整備イメージやスケジュールを整理した上で、「宮前区のミライづくりプロジェクト」

の取組と併せて、オープンハウス型説明会の開催やニュースレターの区内全戸配布など、様々な機

会を捉え、全区民を対象に周知を行った。 

登戸地区土地区画整理事業について、仮換地指定を一部の地区について実施し、一部建物につい

て移転補償を行うとともに、道路築造等工事を行った。 

新百合ヶ丘駅周辺のまちづくりについて、横浜市高速鉄道３号線延伸などの周辺環境の変化等を

見据え、今後のまちづくりの方向性の深度化を行った。また、小田急電鉄等と連携し、交通混雑緩

和に向けた実証実験を行った。 

公共交通機関等の整備 ５億８，０８７万円 

南武線駅アクセス向上等整備事業について、ＪＲ稲田堤駅では橋上駅舎化の本体工事に着手した。

また、ＪＲ津田山駅では主要な工事を完了し、駅の南北の横断が可能となる自由通路が開通した。 

ＪＲ横須賀線武蔵小杉駅構内及び駅周辺の混雑緩和等を図るため、新規改札口設置に係る設計に

着手した。 

既存建築物等の安全確保 １億６，５０４万円 

建築物等の耐震化の更なる促進を図るため、「川崎市耐震改修促進計画」を改定した。 

特定建築物や耐震診断が義務付けされた沿道建築物の耐震性の向上を促すため、耐震改修等の費

用の一部を助成した。木造住宅や分譲マンションの耐震性の向上を促すため、耐震診断士を派遣す

るとともに、耐震改修等の費用の一部を助成した。 

地震によるブロック塀等の倒壊による被害を防止するため、道路等に面したブロック塀等の撤去

費用の一部を助成した。 

宅地の震災被害や崖崩れによる被害等を軽減するため、大規模盛土造成地の調査とともに、老朽

化した擁壁等の改修に要する費用の一部を助成した。 

庁舎等建築物の長寿命化対策 ２２億８，８３０万円 

大規模施設（149棟）を対象とした劣化調査・診断に基づく中長期保全計画を、11棟の施設につい

て作成した。 

また、「かわさき資産マネジメントカルテ」に基づき、計画保全の取組対象としている庁舎等建

築物（計403棟）の屋根、受変電設備、空調設備等の長寿命化対象部位について、中長期保全計画や

劣化状況等を総合的に判断して工事の優先度判定を行い、計画的に設計、工事等を実施した。 

良好な住宅・住環境の整備 ７２億２，８４５万円 

市営住宅の長寿命化改善工事について、３団地で160戸が完了し、７団地で350戸に着手した。 

川崎市住宅供給公社に管理代行等の委託を行うことにより、市営住宅等17,703戸に係る入居者の

募集・決定、建物の維持・修繕及び入居者からの相談等への対応などの管理業務を行った。 

公営住宅整備事業について、２団地で103戸の新築工事に着手した。 

特定優良賃貸住宅事業について、中堅所得のファミリー世帯向けの良質な賃貸住宅認定事業者に

対し、入居者の家賃負担を軽減するための助成を行った。 

高齢者向け優良賃貸住宅事業について、高齢者向けの良質な賃貸住宅認定事業者に対し、入居者

の家賃負担を軽減するための助成を行った。 

分譲マンションのバリアフリー化について、分譲マンションの共用部分における傾斜路、手すり

の設置等の段差解消工事を実施する管理組合に対し、費用の一部を助成した。 

令和元年東日本台風の被災者支援のため、被災者住宅応急修理を148件実施した。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴う解雇等により住居の退去を余儀なくされた方に、市



営住宅等を一時使用のために14戸提供し、５戸の入居があった。 

＜地域経済の発展に＞ 

産業政策 ９億６，７６９万円 

企業、市民等の交流機会を創出する施設として「川崎市コンベンションホール」を運営した。

また、「川崎市海外ビジネス支援センター（ＫＯＢＳ）」による海外展開に係る相談対応のほか、

海外現地企業とのオンライン商談会の開催、海外で開催される展示会等の経費の一部を助成する

「中小企業海外展開支援事業補助金」やホームページの多言語化などコンテンツのグローバル化を

促進する「コンテンツグローバル化促進事業補助金」等により、市内中小企業等の海外展開を支援

した。

消費生活の安定及び向上を図るため、消費生活相談を実施するとともに、消費生活サポーター事

業の実施や「消費者市民社会」の普及・啓発を実施した。

地域商業及び観光の振興 ３１億４，１４１万円 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、売上が大幅に減少している飲食店や生活関連サービス

等における消費を促し、市内で循環させ、早期の経済回復を図ることを目的とした「川崎じもと応

援券」を発行した。また、飲食店や小売店、サービス事業者等に対し、テイクアウトやデリバリー、

ＩＴを活用したサービスなどの事業展開の推進を目的とした「中小商業者テイクアウト等参入支援

事業補助金」や「新しい生活様式」に応じた活動を支援する「商店街等緊急支援事業補助金」など

により、市内商業者等への支援を実施した。

「新・かわさき観光振興プラン」に基づき、観光協会や民間事業者等と連携し、市内観光資源の

効果的なプロモーションを実施した。また、「かわさき きたテラス」内の観光案内所等で市内外

からの来訪者に対する観光案内を行った。

「ナイトタイムエコノミー」の取組として、「第11回全国工場夜景サミット」の開催や動画を活

用したデジタルプロモーションなどにより将来のインバウンド需要を取り込むための下地作りを

推進した。

工業振興 ３億１，６９１万円 

市内中小企業等の優れた製品・技術の「川崎ものづくりブランド」への認定や「がんばるものづ

くり企業操業環境整備助成制度」を通じた市内ものづくり機能の集積維持・強化に向けた支援を行

った。 

「かわさきグリーンイノベーションクラスター」を通じて、環境技術の発信や環境分野における

脱炭素化につながるビジネスの創出支援等を行うとともに、「第13回川崎国際環境技術展」を初の

オンラインにて開催した。

中小企業の支援 ３７７億３，４９１万円 

大企業と中小企業の双方向の技術交流による新製品開発等を支援する知財マッチング会を開催し

た。

産業と福祉の融合により新たな活力と社会的価値を創造する「ウェルフェアイノベーション」推

進のため、福祉製品・サービスの創出・活用プロジェクトを実施した。また、「かわさき新産業創

造センター（ＫＢＩＣ）」や、ＮＥＤＯ、本市及び産業振興財団の３者が運営する起業家支援拠点

「Ｋ－ＮＩＣ」において、ベンチャー企業等の成長支援やオープンイノベーションを促進するほか、

成長が期待されるベンチャー企業等10者に対し、専門家による伴走型の個別支援を行った。

市内の幅広い業種の中小企業等に対し、「生産性向上・働き方改革」に資する設備導入や人材確

保・育成の取組に対する支援や優れた取組の普及促進を行った。また、市内中小企業等の新技術・

新製品開発支援や展示会への出展等の販路拡大支援、事業承継の促進や事業継続力強化に向けた支

援を行った。



令和元年東日本台風等により被災した市内中小企業等に対し、「川崎市令和元年台風第15号・第

19号被災中小企業復旧支援補助金」により事業の再建に向けた支援を実施した。

新型コロナウイルス感染症により収入に影響を受けた市内小規模事業者に対し、「小規模事業者

臨時給付金」を交付し、事業継続を支えた。また、市内中小企業等に対し、実質無利子・無担保の

「新型コロナウイルス感染症対応資金」等の融資制度による資金繰り支援を実施するほか、国・県・

市等の様々な施策の紹介・申請のサポート等を行うワンストップ型臨時経営相談窓口の設置、市内

産業支援施設のテレワーク環境の整備やテレワーク環境の構築に要する経費の一部を助成する「テ

レワーク導入促進補助金」等による支援を実施した。

都市農業の振興 ２億４，９３２万円 

「川崎市農業振興計画」に基づく、担い手育成、市内産農産物の付加価値向上等の都市農業振興

を図るため、技術支援や意欲ある認定農業者等に対して新技術導入に必要な施設整備等への支援を

実施したほか、多様な主体と連携を図るフォーラムや都市農業の活性化を先導するモデル事業を実

施した。

生産緑地については、2.7haの指定を行い、特定生産緑地については、制度説明会やチラシ配布

等を行い周知に努め、236世帯からの指定申出を受け付けた。

令和元年東日本台風等により被災した農業施設の復旧に対して補助し農業経営の継続を支援する

とともに、多様な連携により経営改善を図る養鶏農家を支援するため、衛生畜舎等の設置に対する

補助を行った。また、新型コロナウイルス感染症により収入に影響を受けた市内観光農園に対し、

ＰＲガイドマップ等を作成し、経営継続を支援した。

勤労者生活の充実 ４億９，７９９万円 

川崎市就業支援室「キャリアサポートかわさき」において412名の就職が決定するとともに、若

者の職業的自立を支援する「コネクションズかわさき」においても115名が就職等の進路に結びつ

いた。また、就職氷河期世代に対して正規雇用に向けた支援を実施し、短期集中セミナーに30名が

参加、うち５名を就職に結びつけるとともに、市内中小企業等の若年者、女性及びシニア等の多様

な人材の確保・活躍を支援し、求職者の就業支援と市内中小企業等の人材確保を推進した。

技能職団体による中学校職業体験３校、「かわさきマイスター」４名の認定、「かわさきマイス

ター」による学校派遣、市民向け講習会等を実施した。また、新型コロナウイルス感染症により影

響を受けた市内中小企業等に対し、雇用・労働に関する相談窓口を設置するとともに、求職者に対

する就業支援の強化を図ったほか、「職場環境改善支援補助金」により、「新しい生活様式」に対

応した職場環境の構築のために必要な設備の導入経費等に対する補助を実施した。

＜環境・リサイクルに＞ 

国際環境施策の推進 ９７１万円 

環境技術・産業を活かした取組をより一層推進するため、「川崎市グリーン・イノベーション推

進方針」に基づき、環境行政課題の解決に向けた研究会を開催したほか、情報の共有・発信等の取

組を実施した。

地球温暖化対策の推進 ４億２，３３６万円 

ＣＣ川崎エコ会議を通じた情報発信、地球温暖化防止活動推進センターやかわさきエコ暮らし未

来館を拠点とした普及啓発活動、庁舎内照明のＬＥＤ化による市役所からの温室効果ガス排出量削

減、低ＣＯ２川崎ブランド等の運用、事業活動地球温暖化対策計画書・報告書制度の実施、中小規

模事業者への再生可能エネルギー源利用設備及び省エネルギー型設備導入補助のほか、カーシェア

リングを活用した次世代自動車の普及のための実証事業など総合的に地球温暖化対策の取組を実

施した。



環境分野におけるエネルギー対策の推進 ２，６２８万円 

創エネ・省エネ・蓄エネを組み合わせた総合的なエネルギー対策の推進を図るため、住宅用環境

エネルギー機器導入に対する補助を実施した。また、「市建築物における環境配慮標準」に基づき、

公共施設への環境配慮型設備の率先導入を進めた。

スマートシティの推進 ２７５万円 

脱炭素で持続可能な社会の構築に向けて、川崎駅周辺地区における地域主体のエネルギーマネジ

メント実証事業の実施など、エネルギーの最適利用とＩＣＴ・データの利活用によるスマートシテ

ィの実現に向けた取組を実施した。

環境総合研究所における取組の推進 ４億７，９６８万円 

地域の良好な環境を守るための大気や水質の監視・調査・研究、産学公民連携による共同研究、

環境教育・学習を行ったほか、優れた環境技術による国際貢献を推進した。

公害の規制及び監視・指導 １億６，１１４万円 

公害対策関係法令及び川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例に基づき、大気汚染、水質

汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下及び悪臭等の規制、監視・指導並びに調査研究等を行った。

ディーゼル車対策  ４２４万円 

大気汚染防止のため、神奈川県条例に基づくディーゼル車運行規制や、かわさき自動車環境対策

推進協議会と連携した産業道路クリーンライン化事業を行った。また、トラック・バス事業者など

を対象に、低公害・低燃費車の導入助成などの取組を実施した。

総合的化学物質対策事業  ７５１万円 

化学物質による環境汚染の未然防止及び環境リスクの低減に向けて、環境実態調査、事業者にお

ける化学物質の自主管理、環境リスク評価、リスクコミュニケーションの推進などを総合的に実施

した。

廃棄物の収集及び処理事業の推進 ７４億３５９万円 

廃棄物の効率的・効果的な収集運搬を実施するとともに、適正かつ安定的な焼却処理及び資源化

処理を実施した。また、インターネット粗大ごみ受付システムを改修し、検索及び画面入力の簡便

化など、申請者の利便性を向上させるとともに、一時多量ごみ（臨時かつ多量に発生する家庭系ご

み）について、特有の廃棄ニーズや超高齢社会への対応等を図るため、新たな収集運搬制度の構築

を行った。

廃棄物の減量化、資源化の推進 ３億２９１万円 

地球環境にやさしい持続可能なまちを目指し、ごみの減量及び資源化の推進に向けた各種広報を

実施した。また、廃棄物の減量化と資源化を目的として、事業系一般廃棄物排出事業者指導、小型

家電の拠点回収、ごみゼロカフェの開催、生ごみリサイクルリーダーの派遣、生ごみ処理機等の購

入費や市民団体の活動費の一部の助成をするとともに、資源集団回収実施団体には奨励金、回収業

者には古紙市況に連動した報償金を交付し、資源集団回収を推進した。

放射線安全推進事業  １億７，７２３万円 

東日本大震災に伴う原発事故由来の放射性物質の影響に対する市民の不安解消を図り、安全・安

心な市民生活を確保するため、「川崎市東日本大震災に伴う放射性物質に関する安全対策指針」に

基づき、環境モニタリング等の取組を推進した。

廃棄物処理施設の整備 ２３億７，０２３万円 

廃棄物関連施設の維持補修工事を実施するとともに、浮島処理センターの基幹的設備改良工事を

実施した。



橘処理センターの整備 ２０億２，１１９万円 

橘処理センターの令和５年度稼働に向け、地下構造物の解体工事を完了し、躯体工事を実施した。

また、稼働に合わせた高効率ごみ発電の導入により、ごみ焼却処理施設における発電能力が増加す

ることから、廃棄物発電の有効活用について調査、検討を実施した。

堤根処理センター及び堤根余熱利用市民施設の整備 ４億６２３万円 

堤根処理センターの建替えに向けた施設整備計画作成に着手し、川崎市環境影響評価手続につい

て、環境影響評価方法書の作成及び公告・縦覧を行った。また、民間活力導入検討調査を実施する

とともに、「堤根余熱利用市民施設の建替えに伴う施設基本計画（案）」を策定した。

入江崎クリーンセンターの整備 １９億８，０５４万円 

    入江崎クリーンセンターの移転を進めるに当たって、下水処理場との共同処理を踏まえた施設整

備の可能性について調査を実施し、処理方法の変更に伴う新たな整備計画の作成に向けて検討した。

＜区政の振興に＞ 

区役所等庁舎の計画的・効率的な整備の推進 ７億７，１８３万円 

ＥＳＣＯ事業の導入による中原区役所の空調設備の更新や、川崎区・支所機能再編整備事業にお

ける支所庁舎建替整備の事業手法検討など、区役所等庁舎の整備を推進した。

参加と協働による地域課題解決の「新たなしくみ」の創出に向けた取組  １，８９１万円 

「新たなしくみ」として、区域レベルの拠点となる場である「ソーシャルデザインセンター」を

新たに幸区で開設した。また、誰もが気軽に集え、多様なつながりを育む地域の居場所である「ま

ちのひろば」の創出に向け、市民等と協働でモデル事業を実施した。

区役所サービス向上の取組 ４１万円 

窓口及び電話応対の外部評価の調査・分析等を行い、各区役所で共有することで、各区役所の主

体的な取組として、「区役所サービス向上指針」に基づくサービス向上を推進した。

地域課題対応事業の実施 ３億３，１１２万円 

地域社会が抱える課題の解決や地域特性を活かしたまちづくりを推進するため、区民の参加と協

働により、区役所が自主的に企画立案し、事業を実施した。

区の新たな課題即応事業の実施 ２，９６３万円

年度途中に発生した区の新たな課題について、区長の権限により適切かつ迅速に対応する事業を

実施した。

道路の維持補修 ５３億８，４０７万円 

市民生活に欠かすことのできない生活基盤である道路や施設等を、常に良好な状態に保つため、

舗装や側溝等の補修工事や設備の更新工事、道路や駅前広場の清掃及び除草等を実施した。

水路の整備及び維持補修 ２億３，３５９万円 

水害防止や環境保全を図るため、水路改修を実施するとともに、水路の維持補修を実施した。

街路樹の維持管理 ３億９，９６３万円 

街路樹やグリーンベルトのせん定・刈込、除草、清掃、害虫駆除、枯損木の撤去等の適切な維持

管理を行い、一部の路線で街路樹の樹形管理及び交通障害対策を実施した。また、浅根性の老大木

で倒木の危険のある街路樹について、樹木診断及び更新整備を実施した。



公園の維持管理 ２２億１，１９８万円 

多様な市民要望に適切に対応し、老朽化した施設の改修を行い、安全かつ快適に利用できるよう、

公園緑地の適切な維持管理を実施した。

戸籍・住民票等の証明書交付の利便性向上 １３億９，７１２万円 

マイナンバーカード（個人番号カード）を利用したコンビニエンスストアにおける戸籍・住民票

等の証明書の交付（コンビニ交付）の普及促進を図るとともに、マイナンバーカードの普及を進め

た。また、市民の利便性向上等を図るため、区役所事務サービスシステムの再構築を進めた。

＜共生と参加のまちづくりに＞ 

外国人市民施策の推進 １，２６０万円 

すべての人が互いに認め合い、人権が尊重され、自立した市民として共に暮らすことのできる「多

文化共生社会」の実現に向け、外国人市民代表者会議の運営や「多文化共生社会推進指針」に基づ

く施策を推進するとともに、川崎市国際交流センターの外国人相談窓口である「多文化共生総合相

談ワンストップセンター」の運営や川崎区役所総合案内の多言語化などの取組を実施した。

地域の安全・安心なまちづくりに向けた取組 ４億３，１１６万円 

地域で発生する空き巣やひったくりなどの犯罪防止のため、自主防犯活動団体へ防犯カメラの設

置補助を行った。また、夜間の通行の安全を確保するため、「防犯灯ＬＥＤ化ＥＳＣＯ事業」による

ＬＥＤ防犯灯の維持管理及び新規設置を実施した。さらに、「かわさき安全・安心ネットワークシス

テム」により、市民等へ犯罪の発生情報等を配信し、防犯意識の高揚・啓発や犯罪防止を推進した。

市民参加の促進と多様な主体との協働・連携のしくみづくり １，０６０万円 

コミュニティ施策の方向性を示す「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」に基づき、「市

民創発」による持続可能な暮らしやすい地域の実現に向け、職員プロジェクトチームによる「まち

のひろば」創出モデル事業などを実施した。また、地域の活動を支えるプラットフォームの構築に

向けて、協働・連携ポータルサイト「つなぐっどＫＡＷＡＳＡＫＩ」の運営やプロボノを活用した

人材マッチング事業を実施した。さらに、若者の行政参加促進事業を実施するなど、若者をはじめ

とした多様な世代・立場の市民による市政への参加促進に向けた取組を実施した。

町内会・自治会、市民活動団体、ＮＰＯ法人などの活動支援  ６，１１１万円 

町内会・自治会活動の活性化に寄与するため、町内会・自治会加入促進チラシを作成し、市と不

動産関係団体等で締結した協定に基づき、転入者等に配布した。また、地域の拠点となる会館の整

備を促進するため、会館整備に対する費用の一部を補助した。さらに、地域総合情報誌を活用して

町内会・自治会活動の魅力を発信した。

ＮＰＯ法人等、多様な市民活動の発展・促進を図るため、市民活動補償制度を実施するとともに、

団体運営の基盤強化に資するセミナーの開催や、活動を支える寄附の促進に向けた情報発信など市

民活動への支援を行った。

人権施策及び平和施策の推進 ２億２，０１６万円 

人権を尊重し、共に生きる社会をめざして、令和元年12月に制定した「川崎市差別のない人権尊

重のまちづくり条例」に基づき、人権侵害による被害に係る支援のため「かわさき人権相談ダイヤ

ル」の開設や、「川崎市パートナーシップ宣誓制度」を創設するなどの取組を行った。また、本邦外

出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた啓発活動の実施、男女共同参画社会の実現に向け

た男女平等施策の推進など、人権施策を総合的に推進した。さらに、平和都市の創造及び恒久平和

の実現を目指して、「核兵器廃絶平和都市宣言」の理念に基づき、平和啓発事業を行った。



文化芸術の振興 ３４億４，９３２万円 

「第２期川崎市文化芸術振興計画」に基づき、文化施策全体の進行管理を図りながら、新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響により困難な状況が続いた文化芸術活動の支援を行うとともに、誰もが

文化芸術を楽しめるまちづくりに向けて環境づくりを行った。     

「かわさきジャズ」などの開催や「音楽のまち・かわさき」推進協議会、「映像のまち・かわさき」

推進フォーラムなどと連携して、音楽・映像を活用したまちづくりなどを推進した。また、「ミュー

ザ川崎シンフォニーホール」、「藤子・Ｆ・不二雄ミュージアム」、「岡本太郎美術館」、「アートセン

ター」、「小黒恵子童謡記念館」、「川崎浮世絵ギャラリー」などの施設については、文化芸術を通じ

て、川崎市の魅力を広く発信した。「市民ミュージアム」については、被災収蔵品の応急処置等のレ

スキュー作業を推進するとともに、「市民ミュージアムあり方検討部会」を設置し、今後のあり方等

についての総合的な検討を実施した。

市民スポーツの推進 ３億１，９４３万円 

「川崎市スポーツ推進計画」に基づき、スポーツ関係団体等と連携し、多くの方が気軽に参加で

きる様々なスポーツ事業を実施するとともに、障害者スポーツの普及促進のための取組を進めるな

ど、障害の有無に関わらず、誰もが日常的にスポーツに親しめる環境づくりを推進した。また、川

崎を拠点として活躍する「かわさきスポーツパートナー」等と連携し、川崎の魅力を高めるまちづ

くりを推進した。

東京オリンピック・パラリンピック推進事業 １億１，９９５万円 

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機として、誰もが自分らしく暮らせるまち

づくりを進めていくため、市民参加の取組や関係団体等と連携した取組などを通じて「かわさきパ

ラムーブメント」を推進した。また、英国代表チームの事前キャンプ受入準備を進めるとともに、

英国代表チームを応援する取組を実施した。さらに、若者文化の発信のための環境整備に向けた調

査・検討を行ったほか、各区でＢＭＸやブレイキンなどの若者文化の体験会を開催した。

＜港湾の整備に＞ 

魅力ある親水空間の形成 ２，０８７万円 

    不法投棄対策について、不法投棄が多くみられる箇所に監視カメラ45台を設置することでゴミを

捨てにくい環境づくりに取り組んだ。また、違法駐車車両対策について、監視指導員３名の配置等

により対策を強化した結果、東扇島内に約90台放置されていた「台切りシャーシ」がほぼ皆無にな

るなど、交通環境の改善に取り組んだ。

港湾施設の整備 ２０億８，１８８万円 

津波・高潮発生時の内陸部への浸水対策及び防潮扉を閉める作業員の安全性を確保するため、海

岸保全施設の改良を実施するなど、川崎港の防災・減災対策を推進した。また、東扇島の発展及び

機能強化、発災時の内陸部への緊急輸送道路の代替性確保のため、国の直轄事業による臨港道路東

扇島水江町線の整備を推進した。


